
東京都港区芝三丁目３３番１号

中央三井信託銀行株式会社

取締役社長　田辺　和夫

（単位：百万円）

金　　　　額   金　　　　額

（ 資  産  の  部 ） （ 負　債  の  部 ）
４６０,８４４  ８,１６９,９７３  

現 金 ２９,０８９  当 座 預 金 ９５,４６８  
預 け 金 ４３１,７５５  普 通 預 金 １,２６９,５５４  

１１０,０００  貯 蓄 預 金 ４,１６４  
８０,０９９  通 知 預 金 １０,６６８  

１０４,１４６  定 期 預 金 ６,６９７,６８４  
５２,８０３  そ の 他 の 預 金 ９２,４３３  

商 品 有 価 証 券 １０１  ４１６,０５０  
特定取引有価証券派生商品 ３  ４５２,３７８  
特 定 金 融 派 生 商 品 １１,９３５  １１４,４６７  
そ の 他 の 特 定 取 引 資 産 ４０,７６３  １,０６２,５４３  

４,４３５,６６８  ４,３９８  
国 債 １,９１２,８７３  ４,３９８  
地 方 債 ３,０８５  ３６５,３５９  
社 債 ３９３,９９１  ３６５,３５９  
株 式 １,０８２,７３４  ４８  
そ の 他 の 証 券 １,０４２,９８３  ２８  

７,３７８,０６３  ０  
割 引 手 形 ９,５５１  １９  
手 形 貸 付 ７７９,２５１  １９１,４５９  
証 書 貸 付 ５,８５８,９６２  ４７  
当 座 貸 越 ７３０,２９８  １,２２１,７３２  

９４０  ８５,５０１  
外 国 他 店 預 け ９４０  ０  

２９８,１２３  １,２８５  
未 決 済 為 替 貸 ８９４  ３７,６４０  
前 払 費 用 ８８６  １,７２６  
未 収 収 益 ３４,８１２  ４,１５３  
先 物 取 引 差 入 証 拠 金 ８  ２  
先 物 取 引 差 金 勘 定 １２  ２５,８０１  
金 融 派 生 商 品 １３,７７１  １４,８９１  
そ の 他 の 資 産 ２４７,７３６  １,９６７  

１０６,５５９  ６０８  
建 物 ３３,７４５  ９,９３４  
土 地 ６５,０６７  ５６,６７９  
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 ７,７４５  １２,１５３,１５０  

２４,７４０  
ソ フ ト ウ エ ア ２０,５８５  ３５８,１７３  
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 ４,１５４  １０７,４８８  

７４,０５０  １０７,４８８  
５６,６７９  ３１６,２６９  

△ ６９,５０６  １３,００４  
３０３,２６５  

繰 越 利 益 剰 余 金 ３０３,２６５  
７８１,９３０  
２０１,１０２  

△ ７,４３９  
△ １５,５３２  

１７８,１２９  
９６０,０６０  

１３,１１３,２１１  １３,１１３,２１１  

平成19年6月28日

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計
純 資 産 の 部 合 計
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
土 地 再 評 価 差 額 金

金 融 派 生 商 品
そ の 他 の 負 債

先 物 取 引 差 金 勘 定

未 払 費 用

その他有価証券評価差額金

そ の 他 利 益 剰 余 金

前 受 収 益
従 業 員 預 り 金

そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 法 人 税 等

未 払 外 国 為 替
社 債
新 株 予 約 権 付 社 債
信 託 勘 定 借

外 国 為 替
外 国 他 店 預 り
売 渡 外 国 為 替

借 用 金
借 入 金

特 定 金 融 派 生 商 品
特 定 取 引 負 債

譲 渡 性 預 金
コ ー ル マ ネ ー
売 現 先 勘 定
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金

特 定 取 引 資 産

有 価 証 券

買 入 金 銭 債 権

科　　　目 科　　　　目

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

預 金

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾

資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金

資 本 準 備 金

（ 純　資　産  の  部 ）

株 主 資 本 合 計

第６４期 決算公告

貸借対照表（平成１９年３月３１日現在）

資 産 の 部 合 計

賞 与 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
補 償 請 求 権 損 失 引 当 金

負 債 の 部 合 計

支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産



 

        

注 1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

2. 金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格

差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引

の約定時点を基準とし、貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上しておりま

す。 

 特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については決算日の時価に

より、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については決算日において決済したものと

みなした額により行っております。 

3. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、子

会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券の

うち時価のある株式及び投資信託受益証券については決算日前１カ月の市場価格の平均等、それ

以外については決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価

のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、そ

の他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

4. デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

5. 有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属

設備を除く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

   建 物   10年～50年 

   動 産    3年～ 8年 

 また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用

しております。 

6. 無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

7. 株式交付費は従来、発生時に一括処理しておりましたが、「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（実務対応報告第19号平成18年8月11日）が公表日以後終了する事業年度から適用され

ることになったことに伴い、当期から同実務対応報告を適用し、株式交付費のうち、企業規模の

拡大のためにする資金調達などの財務活動に係る費用は資産として計上し、株式交付のときから3

年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、定額法により償却しております。 

なお、平成18年3月31日に終了する事業年度の貸借対照表に計上した社債発行費は、同実務対応報

告の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し3年間の均等償却を行っております。 

8. 外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社・子法人等株式を除き、

主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。  

9. 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

 破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）

に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権に

ついては、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻

の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念

先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計

上しております。 

 破綻懸念先及び下記28．の貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債

務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もる

ことができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割

引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）に



 

        

より引き当てております。 

 上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基

づき計上しております。特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損

失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、各営業店及び審査各部が資産査定を実施し、

当該部署から独立した内部監査部が査定方法等の適正性を監査し、その査定結果に基づいて上記

の引当を行っております。 

 なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価

額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から

直接減額しており、その金額は92,826百万円であります。  

10. 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のう

ち、当期に帰属する額を計上しております。 

11. 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、必要額を計上しております。なお、当期末は年金資産の額が退職給付債務

に未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加減した額を超過しているため前払年金費

用として「その他の資産」に含めて計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差

異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

  過去勤務債務    その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（5年）に 

            よる定額法により損益処理 

  数理計算上の差異  各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（9年）によ 

            る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から損益処理    

12. 役員及び執行役員に対する退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、

「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第4号）及び「租税特別措置法上の準備金及び特別

法上の引当金又は準備金に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会

報告第42号）の公表を踏まえ、当期から引当金を計上する方法を適用し、内規に基づく期末要支

給額を役員退職慰労引当金として計上しております。これにより、従来の方法に比べ経常利益が 

159百万円、税引前当期純利益が 608百万円減少しております。 

13.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

14.補償請求権損失引当金は、土地信託事業の状況により、将来、受託者として債務の立替等の負担

が生じ、それにより取得する補償請求権が毀損する可能性が高い場合に、当該損失を合理的に見

積り必要と認められる額を計上しております。 

15. 金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商

品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっており

ます。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象と

なる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピ

ングのうえ特定し評価しております。 

16. 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法につ

いては、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為

替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手

段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しており

ます。  

 また、外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ



 

        

対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価

以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして時価ヘッジを適用しております。 

 なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは金利スワップの特例

処理を行っております。 

17.消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。 

 ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。 

18. 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権はありません。 

19. 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債務はありません。 

20. 関係会社の株式（及び出資）総額 182,637 百万円 

21. 関係会社に対する金銭債権総額 85,742 百万円 

22. 関係会社に対する金銭債務総額 62,610 百万円 

23. 有形固定資産の減価償却累計額 78,709 百万円 

24. 有形固定資産の圧縮記帳額 3,325 百万円 

25. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部については、所有権移転外ファイナ

ンス・リース契約により使用しております。 

26. 貸出金のうち、破綻先債権額は6,669百万円、延滞債権額は41,746百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由

により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出

金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法

施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規

定する事由が生じている貸出金であります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

27. 貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は164百万円であります。 

 なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延して

いる貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

28. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は69,719百万円であります。 

 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸

出金で破綻先債権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

29. 破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は118,299

百万円であります。 

 なお、26.から29.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

30. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これに

より受入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しており

ますが、その額面金額は9,551百万円であります。 

31. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

 担保に供している資産 

   有価証券 1,763,501百万円 

   貸 出 金 68,879百万円 

   その他の資産 70百万円 

 担保資産に対応する債務 

   預  金 1,180百万円 

コールマネー 44,000百万円 

売現先勘定       114,467百万円 

   債券貸借取引受入担保金 1,062,543百万円 



 

        

借用金                226,600百万円 

 上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として

有価証券 232,017百万円を差し入れております。 

 また、その他の資産のうち保証金は10,208百万円であります。 

32.  三井信託銀行株式会社から継承した土地については、土地の再評価に関する法律（平成10年3

月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

 再評価を行った年月日  平成10年3月31日 

 同法律第3条第3項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日

公布政令第119号）第2条第1号に定める標準地の公示価格、同条第2号に定める基準地の標準価格

及び同条第3号に定める当該事業用土地の課税台帳に登録されている価格に基づいて、合理的な調

整（時点修正、地域格差及び個別格差の補正）を行って算出しております。 

    同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用 

   土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 2,053百万円     

33. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金

136,160百万円が含まれております。 

34. 社債には、永久劣後特約付社債 121,459百万円が含まれております。 

35. 新株予約権付社債は全額、劣後特約付転換社債であります。 

36.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（証券取引法第2条第3項）による社債に対する当

社の保証債務の額は239,702百万円であります。                             

  なお、当該保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和

57年大蔵省令第10号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第

38号平成19年4月17日）により改正され、平成18年4月1日以降開始する事業年度から適用されるこ

とになったことに伴い、当期から相殺しております。 

 これにより、従来の方法に比べ支払承諾及び支払承諾見返は、それぞれ239,702百万円減少してお

ります。 

37. １株当たりの純資産額  415円 49銭 

 「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号平成14年９

月25日）が平成18年１月31日付で改正され、会社法施行日以後終了する事業年度から適用される

ことになったことに伴い、当期から同適用指針を適用し、１株当たり純資産額は「繰延ヘッジ損

益」を含めて算出しております。これにより、従来の方法に比べ１株当たりの純資産額は5円56銭

減少しております。 

38.銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。剰余金の配当をする場合には、

会社法第445条第4項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、当該剰余金の配当によ

り減少する剰余金の額に5分の１を乗じて得た額を利益準備金として計上しております。当期にお

ける当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は3,002百万円であります。 

39.有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」

「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券及び

コマーシャル・ペーパー、並びに「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権が含まれておりま

す。以下 43.まで同様であります。 

売買目的有価証券 

 貸借対照表計上額 

（百万円） 

当期の損益に含まれた評価差額 

（百万円） 

売買目的有価証券 40,864 △199 

 



 

        

満期保有目的の債券で時価のあるもの。 

 貸借対照表計上額

（百万円） 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

うち益 

(百万円) 

うち損 

（百万円） 

国債 592,228 592,820 591 700 109

社債 19,771 19,783 11 13 2

その他 83,905 82,211 △1,694 78 1,772

合計 695,906 694,815 △1,091 792 1,883

 

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの 

 該当ありません。 

 

その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価 

(百万円) 

貸借対照表 

計上額(百万円)

評価差額 

(百万円) 

うち益 

 (百万円) 

 うち損 

（百万円） 

株式 439,862 813,357 373,495 375,975 2,480

債券 1,414,370 1,359,650 △54,720 6 54,727

国債 1,374,974 1,320,644 △54,329 2 54,332

地方債 3,100 3,085 △15 3 18

社債 36,295 35,919 △375 1 376

その他 908,058 900,403 △7,654 6,600 14,255

合計 2,762,291 3,073,411 311,120 382,583 71,462

なお、上記の評価差額に組合等の構成資産であるその他有価証券に係る評価差額 4,506百万円

を加えた 315,626百万円から繰延税金負債 114,341百万円を差し引いた額 201,285百万円が、

「その他有価証券評価差額金」に含まれております。 

その他有価証券で時価のあるもののうち、時価が取得原価に比べて著しく下落したものについ

ては、原則として時価が取得原価まで回復する見込みがないものとみなして、当該時価をもって

貸借対照表価額とし、評価差額を当期の損失として処理（以下、「減損処理」という。）してお

ります。 

 当期において、その他有価証券で時価のある株式等について4,344百万円の減損処理を行ってお

ります。 

 「時価が著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において有価証券の

発行会社の区分ごとに次のとおり定めております。 

  破綻先、実質破綻先、破綻懸念先    時価が取得原価に比べて下落 

  要注意先               時価が取得原価に比べて30%以上下落 

  正常先                時価が取得原価に比べて30%以上下落 

 上記自己査定基準に該当する正常先のうち、時価が取得原価に比べて30%以上50%未満下落した

銘柄については、個別に時価の回復可能性を判定し、取得原価まで回復する可能性があると認め

られる場合を除き、減損処理を実施しております。それ以外の場合は全て、取得原価まで回復す

る見込みがないと判断し、減損処理を実施しております。 

 なお、破綻先とは破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破

綻先とはそれと同等の状況にある発行会社、破綻懸念先とは現在は経営破綻の状況にないが、今

後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社、要注意先とは今後の管理に注意を要す

る発行会社、正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先、要注意先以外の発行会社であ



 

        

ります。 

  40．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。  

41．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

 売却額(百万円） 売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

その他有価証券 762,297 19,197 914

42．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

内 容 貸借対照表計上額(百万円） 

子会社・子法人等株式及び関連法

人等株式 

子会社・子法人等株式 

 

 

182,218 

その他有価証券 

 非上場社債 

出資証券 

非上場株式 

 非上場外国証券 

 

338,299 

135,840 

91,524 

6,489 

 

43．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定日は次の

とおりであります。  

 1 年以内  

（百万円） 

1 年超 5 年以内

（百万円） 

5 年超 10 年以内 

（百万円） 

10 年超 

（百万円） 

債券 26,971 1,470,814 706,043 106,121

国債 269 1,149,734 677,520 85,350

地方債 194 1,253 1,636 －

社債 26,506 319,826 26,886 20,771

その他 19,648 88,567 58,934 563,725

合計 46,619 1,559,381 764,978 669,847

  

44．現先取引並びに現金担保付債券貸借取引等により受入れている有価証券で当期末に所有してい

るものが71,426百万円あります。これらは、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる

権利を有する有価証券ですが、当期末においては当該処分をせずにすべて所有しております。 

45．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を

受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付け

ることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、2,238,138百万円であ

ります。このうち契約残存期間が 1年以内のものが 2,093,250百万円あります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そ

のものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これら

の契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、及びその他相当の事由があるときは、当社が

実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられ

ております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契

約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見

直し、与信保全上の措置等を講じております。 

46．従来、その他有価証券に区分されるクレジット・リンク債については、組込デリバティブを組



 

        

込対象である現物の金融資産とは区分して時価評価し、評価差額を損益に計上しておりましたが、

「その他の複合金融商品（払込資本を増加させる可能性のある部分を含まない複合金融商品）に

関する会計処理」（企業会計基準適用指針第12号平成18年３月30日）が公表されたことに伴い、

当期から同適用指針を適用し、組込デリバティブの経済的性格及びリスクが組み込まれた現物の

金融資産の経済的性格及びリスクと緊密な関係にあり、組込デリバティブのリスクが現物の金融

資産の当初元本に及ぶ可能性が低いといえるものについては、現物の金融資産と組込デリバティ

ブ部分を区分せず一体として時価評価し、評価差額（税効果額控後除）を純資産の部に計上して

おります。なお、この変更に伴う影響は軽微であります。 

47．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりでありま

す。 

  繰延税金資産  

貸倒引当金 18,678百万円 

税務上の繰越欠損金 170,657 

   有価証券評価損 30,977 

   退職給付引当金 871 

   その他 38,874 

  繰延税金資産小計 260,059  

  評価性引当額 △51,909 

  繰延税金資産合計 208,150   

  繰延税金負債 

   その他有価証券評価差額金 114,341 

   その他 19,759 

  繰延税金負債合計 134,100  

  繰延税金資産（負債）の純額 74,050 

48．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号平成17年12月９日）が会社法施行日以後終了する事業年度から適用されることになっ

たこと等から、｢銀行法施行規則｣(昭和57年大蔵省令第10号)別紙様式が「無尽業法施行細則等の

一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60号平成18年４月28日）により改正され、平成18年４月

１日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から以下のとおり表示

を変更しております。 

(1) 「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本、評価・換算差額等及び新株予約権（又は株

主資本及び評価・換算差額等）に区分のうえ表示しております。 

なお、当期末における従来の「資本の部」の合計に相当する金額は967,500百万円であります。 

(2) 「利益剰余金」に内訳表示していた「当期未処分利益」は、「その他利益剰余金」の「繰越

利益剰余金」として表示しております。 

(3) 純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含めて計上していたヘッジ手段に係る損益又

は評価差額は、税効果額を控除のうえ評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示

しております。 

(4) 「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表示しております。 

(5) 「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他資産」に区分して表示

しております。 



 

        

①「動産不動産」中の「土地建物動産」は、「有形固定資産」中の「建物」「土地」「その他

有形固定資産」に区分表示しております。 

②「動産不動産」中の「保証金権利金」のうち権利金は、「無形固定資産」中の「その他の無

形固定資産」として、保証金は、「その他資産」中の「その他の資産」として表示しておりま

す。 

③「その他資産」中の「その他の資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資

産」中の「ソフトウェア」として表示しております。 

49． 元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託1,184,681百万円、貸付信託1,065,084百万円で

あります。 

50． 銀行法施行規則第19条の2第1項第3号ロ(10)に規定する単体自己資本比率（国内基準）は11.84％で 

あります。 

 

 



平成１８年 ４ 月 １ 日 から
平成１９年 ３ 月３１日 まで

（単位：百万円） 
科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額

経　常　収　益 ３３８,７０９
　　　信　託　報　酬 ３０,９２９   
　　　資　金　運　用　収　益 １６６,９１５   

貸 出 金 利 息 ８３,３１１   
有 価 証 券 利 息 配 当 金 ７７,７７１   
コ ー ル ロ ー ン 利 息 ９７８   
買 現 先 利 息 ３   
債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息 ３７５   
買 入 手 形 利 息 １   
預 け 金 利 息 １,６７９   
金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息 １,１６５   
そ の 他 の 受 入 利 息 １,６２８   

　　　役　務　取　引　等　収　益 １０７,８２５   
受 入 為 替 手 数 料 １,１５７   
そ の 他 の 役 務 収 益 １０６,６６７   

　　　特　定　取　引　収　益 ３,２９１   
商 品 有 価 証 券 収 益 ８２   
特 定 金 融 派 生 商 品 収 益 ３,２０８   

　　　そ　の　他　業　務　収　益 ５,６１７   
外 国 為 替 売 買 益 ９０３   
国 債 等 債 券 売 却 益 ４,３３６   
金 融 派 生 商 品 収 益 ３７８   

　　　そ　の　他　経　常　収　益　 ２４,１２９   
株 式 等 売 却 益 １４,８６０   
そ の 他 の 経 常 収 益 ９,２６９   

経　常　費　用 ２１１,５４８
　　　資　金　調　達　費　用 ６１,９４２   

預 金 利 息 ２５,５２８   
譲 渡 性 預 金 利 息 １,３６２   
コ ー ル マ ネ ー 利 息 ４,３２２   
売 現 先 利 息 ３,１２９   
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 １０,３１７   
売 渡 手 形 利 息 １１   
借 用 金 利 息 ４,８７４   
社 債 利 息 ７,４１５   
新 株 引 受 権 付 社 債 利 息 ０   
そ の 他 の 支 払 利 息 ４,９８０   

　　　役　務　取　引　等　費　用 １８,１６８   
支 払 為 替 手 数 料 ６０９   
そ の 他 の 役 務 費 用 １７,５５９   

　　　特　定　取　引　費　用 １１８   
特 定 取 引 有 価 証 券 費 用 １００   
そ の 他 の 特 定 取 引 費 用 １８   

　　　そ　の　他　業　務　費　用 ５,８４６   
国 債 等 債 券 売 却 損 ４,４６４   
国 債 等 債 券 償 還 損 ０   
そ の 他 の 業 務 費 用 １,３８２   

　　　営　業　経　費 ８５,７９９   
　　　そ　の　他　経　常　費　用 ３９,６７１   

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 １６,７４０   
貸 出 金 償 却 ５,８２５   
株 式 等 売 却 損 ７３８   
株 式 等 償 却 ５,５００   
金 銭 の 信 託 運 用 損 ０   
そ の 他 の 経 常 費 用 １０,８６５   

経　常　利　益 １２７,１６１
特　別　利　益 １９,２０４

　　　固　定　資　産　処　分　益 ０   
　　　償　却　債　権　取　立　益 ３,３８９   
　　　退  職  給  付  信  託  返  還  益 １５,８１４   

特　別　損　失 ９４８
　　　固　定　資　産　処　分　損 ４９８   
　　　そ　の　他　の　特　別　損　失 ４４９   

税　引　前　当　期　純　利　益 １４５,４１７
法　人　税、　住　民　税　及　び　事　業　税 ４４７
法　人　税　等　調　整　額 ４２,６００
当　期　純　利　益 １０２,３７０

損 益 計 算 書（ ）



注  1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  2．関係会社との取引による収益 

    資金運用収益に係る収益総額 11,670 百万円    

    役務取引等に係る収益総額    4,498 百万円 

    その他業務・その他経常取引に係る収益総額 1,097 百万円 

    関係会社との取引による費用 

    資金調達取引に係る費用総額 896 百万円 

    役務取引等に係る費用総額 14,170 百万円 

    その他業務・その他経常取引に係る費用総額 10,524 百万円     

3.  1株当たり当期純利益金額      75円 23銭 

4. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額    46円 18銭 

5. 特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を損益計算

書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

 特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当期中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等

については前期末と当期末における評価損益の増減額を、派生商品については前期末と当期末に

おけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

6．従来は損益計算書の末尾において当期未処分利益の計算を表示しておりましたが、当期より株主

資本等変動計算書を作成し、資本金、準備金及び剰余金の状況を表示しております。なお、これ

に伴い、利益処分計算書は当期より作成しておりません。 

7．営業経費には、負の退職給付費用14,875百万円が含まれております。なお、前期には、その他の

経常収益の中に5,162百万円含まれておりました。 

8．その他の経常費用には、貸出金売却損1,687百万円を含んでおります。 

9．その他の特別損失は、過年度分に対応する役員退職慰労引当金繰入額449百万円であります。 

10．関連当事者との間の取引は次のとおりであります。 

属性 会社等の

名称 

住所 関係内容 取引の 

内容 

取引金額 

(百万円) 

科目 期末残高

(百万円)

   

資本金又は 

出資金 

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 割合

（％） 

役員の

兼任等

事業上

の関係

    

子会社 

中央三井 

信用保証 

株式会社 

東京都

目黒区 

301 

ローン 

保証業 

所有 

直接 50.0 

間接 36.9 

－ 

保証委

託関係

住宅ローン等

に係る被保証 

2,598,050 － － 

なお、① 住宅ローン等に係る被保証の保証条件は商品ごとに決定しておりますが、取引金額については当期末の被保証

残高の合計額を記載しております。 

② 保証料は、各種ローン債務者から直接または当社を経由して保証会社に支払っております。 

③ 当期の代位弁済額は2,169百万円であります。 

  



(参考)

託

信 　託 　財 　産 　残 　高 　表
（平成１９年３月３１日現在）

中央三井信託銀行株式会社

  　 (単位：百万円）

資  　　        産 金　　　　　額 負    　　      債 金　　　　　額

貸 出 金 ７７９,６８９  金  銭 　  　  　信 　   　  　託 １,１５７,７１５  

有 価 証 券 ２７,５６５  財 産 形 成 給 付 信 託 １６,３４９  

信 託 受 益 権 ２,９３１  貸  付     　　　信 　     　　託 ８３５,８９０  

受 託 有 価 証 券 ２６１  金 銭 信 託以外の金銭の信託 ３２６  

金 銭 債 権 １,７３４  有 価 証 券 の 信 託 ２７０  

有 形 固 定 資 産 ４,６００,２３８  金 銭 債 権 の 信 託 ２,７２５  

無 形 固 定 資 産 ７,４７２  動 産 の 信 託 ７０  

そ の 他 債 権 ４６,４９５  土 地 及 び そ の 定 着 物の 信託 ８０,６８９  

銀 行 勘 定 貸 １,２２１,７３２  包 括 　　     　信 　　     　 ４,７９７,２７６  

現 金 預 け 金 ２０３,１９４  

合            計 ６,８９１,３１５  合            計 ６,８９１,３１５  

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　　２．上記残高表には、金銭評価の困難な信託を除いております。
　　　３．共同信託他社管理財産 １１６,２２６ 百万円
　　　４．元本補てん契約のある信託の貸出金７５４,９８３百万円のうち破綻先債権額は２６３百万円、延滞債
　　　　権額は１０,８９０百万円、３ヵ月以上延滞債権額は１０４百万円、貸出条件緩和債権額は１２,８４０百万円で
　　　　あります。また、これらの債権額の合計額は２４,０９８百万円であります。

（付）　元本補てん契約のある信託（信託財産の運用のため再信託された信託を含む。）の内訳は次のとおりでありま
　　　す。（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

 金    銭    信    託   　 (単位：百万円）

資  　　        産 金　　　　　額 負    　　      債 金　　　　　額

貸 出 金 ２６４,０８９  元 本 １,１８４,６８１  

有 価 証 券 １６,３３７  債 権 償 却 準 備 金 １３  

そ の 他 ９０４,２１５  そ の 他 △ ５２  

計 １,１８４,６４２  計 １,１８４,６４２  

 貸    付    信    託   　 (単位：百万円）

資  　　        産 金　　　　　額 負    　　      債 金　　　　　額

貸 出 金 ４９０,８９４  元 本 １,０６５,０８４  

有 価 証 券 ９,１４１  特 別 留 保 金 ５,７５３  

そ の 他 ５７３,３７３  そ の 他 ２,５７１  

計 １,０７３,４０９  計 １,０７３,４０９  
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